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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル系ポリマーと、帯電防止剤とを含有する粘着剤組成物を架橋してなる粘着剤層
を、樹脂フィルムの片面に形成してなる表面保護フィルムであって、
　前記アクリル系ポリマーが、炭素数が４～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）
アクリレートの少なくとも１種以上の合計を８５～９９．５重量部と、ヒドロキシル基含
有の共重合性モノマーの少なくとも１種以上の合計を０．５～１５重量部と、を合計した
１００重量部を、カルボキシル基含有の共重合性モノマーを含まないで共重合させた共重
合体であり、
　前記ヒドロキシル基含有の共重合性モノマーが、８－ヒドロキシオクチル（メタ）アク
リレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、Ｎ－ヒドロキシ（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル
（メタ）アクリルアミドからなる化合物群の中から選択された、少なくとも１種以上であ
り、
　前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、架橋剤を０．１～５重量部と、ＨＬ
Ｂ値が７～１２であるポリエーテル変性シロキサン化合物を０．０１～０．５重量部と、
を含有してなり、前記帯電防止剤が融点３０～５０℃の温度３０℃で固体であるイオン性
化合物であり、
　前記架橋剤が、３官能以上のイソシアネート化合物であり、
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　前記粘着剤層の、低速度領域の剥離速度０．３ｍ／ｍｉｎでの粘着力が０．０５～０．
１Ｎ／２５ｍｍであり、高速度領域の剥離速度３０ｍ／ｍｉｎでの粘着力が１．０Ｎ／２
５ｍｍ以下であることを特徴とする表面保護フィルム。
【請求項２】
　前記アルキル（メタ）アクリレートが、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メ
タ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、ヘ
プチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）ア
クリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、
イソノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレートからなる化合物群の中か
ら選択された１種以上であることを特徴とする請求項１に記載の表面保護フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、帯電防止性能を有する粘着剤組成物を用いて、樹脂フィルムの少なくとも片
面に帯電防止性能を有する粘着剤層を形成した表面保護フィルムを提供することに関する
。
　また、本発明は、液晶ディスプレイの製造工程に利用される表面保護フィルムに関する
ものである。さらに詳しくは、液晶ディスプレイを構成する偏光板、位相差板、反射防止
フィルムなどの光学部材の表面に貼着することにより、偏光板、位相差板、反射防止フィ
ルムなどの光学部材の表面を保護するために使用される表面保護フィルムに関するもので
ある。
　本発明に係わる表面保護フィルムは、特に優れた帯電防止性能を有している。このため
、静電気が発生し易いプラスチックフィルムが構成部材として使用されている偏光板、位
相差板、反射防止フィルム等の、光学フィルムの表面を保護する目的で使用される。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、液晶ディスプレイを構成する部材である偏光板、位相差板、反射防止フィル
ムなどの光学部材の製造工程においては、光学部材の表面を一時的に保護するための表面
保護フィルムが貼着される。このような表面保護フィルムは、光学部材を製造する工程の
みに使用され、光学部材を液晶ディスプレイに組み込む時点で、光学部材から剥離して除
去される。このような光学部材の表面を保護するための表面保護フィルムは、製造工程に
おいてのみに使用されるため、一般には、工程フィルムと呼ばれることもある。
【０００３】
　このように、光学部材を製造する工程において使用される表面保護フィルムは、光学的
に透明性を有するポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）樹脂フィルムの片面に粘着剤層
が形成されているが、光学部材に貼り合わせるまで、その粘着剤層を保護するための剥離
処理された剥離フィルムが、粘着剤層の上に貼り合わされている。
　また、偏光板、位相差板、反射防止フィルムなどの光学部材は、表面保護フィルムを貼
り合わされた状態で、液晶表示板の表示能力、色相、コントラスト、異物混入などの光学
的評価を伴う製品検査を行うため、表面保護フィルムに対する要求性能としては、粘着剤
層に気泡や異物が付着していないことが求められている。
　また、近年では、偏光板、位相差板、反射防止フィルムなどの光学部材から表面保護フ
ィルムを剥がすときに、粘着剤層を被着体が剥がす時に発生する静電気に伴って生じる剥
離帯電が、液晶ディスプレイの電気制御回路の故障に影響することが懸念され、粘着剤層
に対して優れた帯電防止性能が求められている。
　また、偏光板、位相差板、反射防止フィルムなどの光学部材に表面保護フィルムを貼り
合わせるときには、各種の理由により、一旦、表面保護フィルムを剥がして、再度、表面
保護フィルムを貼り直すことがあり、そのときに被着体の光学部材から剥がし易いこと（
リワーク性）が求められている。また、このとき、被着体を汚染しないこと、いわゆる糊
残りが起こらないことが求められている。
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　また、最終的に偏光板、位相差、反射防止フィルム板などの光学部材から表面保護フィ
ルムを剥がすときには、速やかに剥離できることが求められている。いわゆる、高速度で
の剥離によっても、速やかに剥離できるように、粘着力が剥離速度によっても変化が少な
いことが求められている。
【０００４】
　このように、近年においては、表面保護フィルムを構成する粘着剤層に対する要求性能
として、（１）低速度領域、及び高速度領域の剥離速度において、粘着力のバランスを取
ること、（２）糊残りの発生を防止すること、（３）優れた帯電防止性能を有すること、
及び（４）リワーク性能を有することが、表面保護フィルムを使用するに当たっての使い
易さの点から求められている。
　しかし、表面保護フィルムを構成する粘着剤層に対する要求性能である、これら（１）
～（４）のそれぞれ、個々の要求性能を満たすことは出来ても、表面保護フィルムの粘着
剤層に求められる（１）～（４）の全ての要求性能を、同時に満たすことは非常に困難な
課題であった。
　本明細書において、「低速度領域」とは、剥離速度が０．３ｍ／ｍｉｎ付近のことを指
し、「高速度領域」とは、剥離速度が３０ｍ／ｍｉｎ付近のことを指す。
【０００５】
　例えば、（１）低速度領域、及び高速度領域の剥離速度において、粘着力のバランスを
取ること、及び（２）糊残りの発生を防止することについては、次のような提案が知られ
ている。
【０００６】
　炭素数が７以下のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルとカルボキ
シル基含有の共重合性化合物との共重合体を主成分とし、これを架橋剤で架橋処理してな
るアクリル系の粘着剤層では、長期間に渡り接着した場合に、粘着剤が被着体側へ移着し
、また被着体に対する接着力が経時に大きく上昇するという問題があった。これを回避す
るため、炭素数が８～１０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルと
アルコ―ル性水酸基を有する共重合性化合物との共重合体を用い、これを架橋剤で架橋処
理した粘着剤層を設けたものが知られている（特許文献１）。
　また、上記と同様の共重合体に（メタ）アクリル酸アルキルエステルとカルボキシル基
含有の共重合性化合物との共重合体を少量配合し、これを架橋剤で架橋処理した粘着剤層
を設けたものなどが提案されている。しかし、これらは、表面張力が低くて表面が平滑な
プラスチック板などの表面保護に使用すると、加工時や保存時の加熱により浮きなどの剥
離現象を生じるという問題や、手作業領域である高速度で剥離した時に、再剥離性が劣る
という問題もあった。
【０００７】
　これらの問題を解決するため、ａ）炭素数が８～１０のアルキル基を有する（メタ）ア
クリル酸アルキルエステルを主成分とする（メタ）アクリル酸アルキルエステル１００重
量部に、ｂ）カルボキシル基含有の共重合性化合物１～１５重量部と、ｃ）炭素数が１～
５の脂肪族カルボン酸のビニルエステル３～１００重量部とを加えてなる単量体混合物の
共重合体に、上記のｂ）成分のカルボキシル基に対して当量以上の架橋剤を配合した粘着
剤組成物が提案されている（特許文献２）。
　特許文献２に記載の粘着剤組成物では、加工時や保存時において、浮きなどの剥離現象
を生じることがなく、その上、接着力が経時に大きく上昇しないで、再剥離性に優れてい
るとしている。また、長期保存、特に高温雰囲気下で長期保存しても小さな力で再剥離で
き、その際、被着体上に糊残りを生じず、また高速度で剥離を行ったときでも小さな力で
再剥離できるとしている。
【０００８】
　また、（３）優れた帯電防止性能については、表面保護フィルムに帯電防止性を付与さ
せるための方法として、基材フィルムに帯電防止剤を練り込む方法などが示されている。
帯電防止剤としては、例えば、（ａ）第４級アンモニウム塩、ピリジニウム塩、第１～３
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級アミノ基などのカチオン性基を有する各種のカチオン性帯電防止剤、（ｂ）スルホン酸
塩基、硫酸エステル塩基、リン酸エステル塩基、ホスホン酸塩基などのアニオン性基を有
するアニオン性帯電防止剤、（ｃ）アミノ酸系、アミノ硫酸エステル系などの両性帯電防
止剤、（ｄ）アミノアルコール系、グリセリン系、ポリエチレングリコール系などのノニ
オン性帯電防止剤、（ｅ）上記の様な帯電防止剤を高分子量化した高分子型帯電防止剤、
などが開示されている（特許文献３）。
　また、近年では、このような帯電防止剤を基材フィルムに含有させたり、あるいは基材
フィルムの表面に塗布するのではなく、直接に粘着剤層に含有させたりすることが提案さ
れている。
【０００９】
　また、（４）リワーク性能については、例えば、アクリル樹脂中に、イソシアネート系
化合物の硬化剤と、特定のシリケートオリゴマーをアクリル系樹脂１００重量部に対して
０．０００１～１０重量部で配合した粘着剤組成物が提案されている（特許文献４）。
　特許文献４では、アルキル基の炭素数が２～１２程度のアクリル酸アルキルエステルや
アルキル基の炭素数が４～１２程度のメタクリル酸アルキルエステル等を主モノマー成分
とし、例えば、カルボキシル基含有モノマーなどの他の官能基含有モノマー成分を含むこ
とができるとしている。一般的には、上記主モノマーを５０重量％以上含有させることが
好ましい、又、官能基含有モノマー成分の含有量は０．００１～５０重量％であって、好
ましくは０．００１～２５重量％、更に好ましくは０．０１～２５重量％であることが望
まれる、としている。このような特許文献４に記載の粘着剤組成物は、高温下又は高温高
湿下でも凝集力及び接着力の経時変化が小さく、かつ、曲面に対する接着力にも優れた効
果を示すことから、リワーク性を有するとしている。
　一般に、粘着剤層を柔らかい性状のものにすると、糊残りが発生し易くなり、リワーク
性が低下しやすい。すなわち、誤って貼合したときに剥離し難く、貼り直しが困難となり
易い。このことから、カルボキシル基などの官能基を有するモノマーを主剤に架橋させて
、粘着剤層を一定の硬さにすることが、リワーク性を持たせるためには必要と考えられる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開昭６３－２２５６７７号公報
【特許文献２】特開平１１－２５６１１１号公報
【特許文献３】特開平１１－０７０６２９号公報
【特許文献４】特開平８－１９９１３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　従来技術においては、表面保護フィルムを構成する粘着剤層に対する要求性能として、
低速度領域、及び高速度領域の剥離速度において、粘着力のバランスを取ること、優れた
帯電防止性能を有すること、及びリワーク性能を有することが求められてきた。しかし、
これら（１）～（４）の、それぞれ、個々の要求性能を満たすことは出来ても、表面保護
フィルムの粘着剤層に求められる（１）～（４）の全ての要求性能を満たすことは出来な
かった。
【００１２】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、優れた帯電防止性能を備え、低速
度領域、及び高速度領域の剥離速度において、粘着力のバランスが優れ、さらに、耐久性
能、及びリワーク性能にも優れた表面保護フィルムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の課題を解決するため、本発明は、アクリル系ポリマーと、帯電防止剤とを含有す
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る粘着剤組成物を架橋してなる粘着剤層を、樹脂フィルムの片面に形成してなる表面保護
フィルムであって、前記アクリル系ポリマーが、炭素数が４～１０のアルキル基を有する
アルキル（メタ）アクリレートの少なくとも１種以上の合計を８５～９９．５重量部と、
ヒドロキシル基含有の共重合性モノマーの少なくとも１種以上の合計を０．５～１５重量
部と、を合計した１００重量部を、カルボキシル基含有の共重合性モノマーを含まないで
共重合させた共重合体であり、前記ヒドロキシル基含有の共重合性モノマーが、８－ヒド
ロキシオクチル（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、
４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
ト、Ｎ－ヒドロキシ（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミドからなる化合物群の中から選択され
た、少なくとも１種以上であり、前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、架橋
剤を０．１～５重量部と、ＨＬＢ値が７～１２であるポリエーテル変性シロキサン化合物
を０．０１～０．５重量部と、を含有してなり、前記帯電防止剤が融点３０～５０℃の温
度３０℃で固体であるイオン性化合物であり、前記架橋剤が、３官能以上のイソシアネー
ト化合物であり、前記粘着剤層の、低速度領域の剥離速度０．３ｍ／ｍｉｎでの粘着力が
０．０５～０．１Ｎ／２５ｍｍであり、高速度領域の剥離速度３０ｍ／ｍｉｎでの粘着力
が１．０Ｎ／２５ｍｍ以下であることを特徴とする粘着剤組成物を提供する。
【００１４】
　また、前記主成分のアルキル（メタ）アクリレートが、ブチル（メタ）アクリレート、
イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）ア
クリレート、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、イソオク
チル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）
アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレートからなる
化合物群の中から選択された１種以上であることが好ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、従来技術では解決することのできなかった、表面保護フィルムの粘着
剤層に要求される全ての性能を満足させることができる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、好適な実施の形態に基づいて本発明を説明する。
　本発明の粘着剤組成物は、帯電防止剤を含有する粘着剤組成物であって、炭素数が４～
１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートを主成分とするアクリル系ポリ
マーからなり、前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、前記主成分のアルキル
（メタ）アクリレートを８５～９９．５重量部と、ヒドロキシル基含有の共重合性モノマ
ーを０．５～１５重量部と、架橋剤を０．１～５重量部と、を含有してなり、前記帯電防
止剤が融点３０～５０℃のイオン性化合物である。
【００２１】
　主成分のアルキル（メタ）アクリレートとしては、炭素数が４～１０のアルキル基を有
するアルキル（メタ）アクリレートが好ましく、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチ
ル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレー
ト、ヘプチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メ
タ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレ
ート、イソノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレートからなる化合物群
の中から選択された１種以上が好ましい。
　前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、主成分のアルキル（メタ）アクリレ
ートを８５～９９．５重量部含有することが好ましい。
【００２２】
　ヒドロキシル基含有の共重合性モノマーとしては、８－ヒドロキシオクチル（メタ）ア
クリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メ
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タ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキル
（メタ）アクリレート類や、Ｎ－ヒドロキシ（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメ
チル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド等の水酸基
含有（メタ）アクリルアミド類などが挙げられる。
　８－ヒドロキシオクチル（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アク
リレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）
アクリレート、Ｎ－ヒドロキシ（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシメチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミドからなる化合物群の中か
ら選択された、少なくとも一種以上であることが好ましい。
　前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、ヒドロキシル基含有の共重合性モノ
マーを０．５～１５重量部含有することが好ましい。
【００２３】
　本発明の粘着剤組成物は、粘着剤層を形成する際に粘着剤ポリマーを架橋することが好
ましい。架橋反応をさせるための方法としては、紫外線（ＵＶ）など光架橋で架橋しても
良いが、粘着剤組成物が架橋剤を含むことが好ましい。
　架橋剤としては、２官能または３官能以上のイソシアネート化合物、２官能または３官
能以上のエポキシ化合物、２官能または３官能以上のアクリレート化合物、金属キレート
化合物などが挙げられる。なかでも、ポリイソシアネート化合物（２官能または３官能以
上のイソシアネート化合物）が好ましく、３官能以上のイソシアネート化合物がより好ま
しい。
　前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、架橋剤を０．１～５重量部含有する
ことが好ましい。
【００２４】
　３官能以上のイソシアネート化合物としては、１分子中に少なくとも３個以上のイソシ
アネート（ＮＣＯ）基を有するポリイソシアネート化合物であればよい。ポリイソシアネ
ート化合物には、脂肪族系イソシアネート、芳香族系イソシアネート、非環式系イソシア
ネート、脂環式系イソシアネートなどの分類があるが、いずれでもよい。ポリイソシアネ
ート化合物の具体例としては、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、イソホロン
ジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート（ＴＭＤＩ
）等の脂肪族系イソシアネート化合物や、ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）
、キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、水添キシリレンジイソシアネート（Ｈ６ＸＤ
Ｉ）、ジメチルジフェニレンジイソシアネート（ＴＯＩＤ）、トリレンジイソシアネート
（ＴＤＩ）等の芳香族系イソシアネート化合物が挙げられる。
　３官能以上のイソシアネート化合物としては、ジイソシアネート類（１分子中に２個の
ＮＣＯ基を有する化合物）のビュレット変性体やイソシアヌレート変性体、トリメチロー
ルプロパン（ＴＭＰ）やグリセリン等の３価以上のポリオール（１分子中に少なくとも３
個以上のＯＨ基を有する化合物）とのアダクト体（ポリオール変性体）などが挙げられる
。
【００２５】
　本発明の粘着剤組成物は、帯電防止剤として、融点３０～５０℃のイオン性化合物を含
有する。帯電防止剤は、アクリロイル基含有の４級アンモニウム塩型イオン性化合物であ
ってもよい。
　これらの帯電防止剤は、融点が低いため、また、長鎖のアルキル基を有するため、アク
リル系ポリマーとの親和性は高いと推測される。
【００２６】
　融点が３０～５０℃のイオン性化合物である帯電防止剤としては、カチオンとアニオン
を有するイオン性化合物であって、カチオンが、ピリジニウムカチオン、イミダゾリウム
カチオン、ピリミジニウムカチオン、ピラゾリウムカチオン、ピロリジニウムカチオン、
アンモニウムカチオン等の含窒素オニウムカチオンや、ホスホニウムカチオン、スルホニ
ウムカチオン等であり、アニオンが、六フッ化リン酸塩（ＰＦ６

－）、チオシアン酸塩（
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ＳＣＮ－）、アルキルベンゼンスルホン酸塩（ＲＣ６Ｈ４ＳＯ３
－）、過塩素酸塩（Ｃｌ

Ｏ４
－）、四フッ化ホウ酸塩（ＢＦ４

－）等の無機もしくは有機アニオンである化合物が
挙げられる。常温（例えば３０℃）で固体であることが好ましく、アルキル基の鎖長や置
換基の位置、個数等の選択により、融点が３０～５０℃のものを得ることができる。カチ
オンは、好ましくは４級含窒素オニウムカチオンであり、１－アルキルピリジニウム（２
～６位の炭素原子は置換基を有しても無置換でもよい。）等の４級ピリジニウムカチオン
、や１，３－ジアルキルイミダゾリウム（２，４，５位の炭素原子は置換基を有しても無
置換でもよい。）等の４級イミダゾリウムカチオン、テトラアルキルアンモニウム等の４
級アンモニウムカチオン等が挙げられる。
　融点が３０～５０℃のイオン性化合物である帯電防止剤は、前記アクリル系ポリマーの
１００重量部に対して０．１～５．０重量部含まれることが好ましい。
【００２７】
　前記アクリロイル基含有の４級アンモニウム塩型イオン性化合物としては、カチオンと
アニオンを有するイオン性化合物であって、カチオンが、（メタ）アクリロイルオキシア
ルキルトリアルキルアンモニウム〔Ｒ３Ｎ＋－ＣｎＨ２ｎ－ＯＣＯＣＱ＝ＣＨ２、ただし
、Ｑ＝ＨまたはＣＨ３、Ｒ＝アルキル〕等の（メタ）アクリロイル基含有４級アンモニウ
ムであり、アニオンが、六フッ化リン酸塩（ＰＦ６

－）、チオシアン酸塩（ＳＣＮ－）、
有機スルホン酸塩（ＲＳＯ３

－）、過塩素酸塩（ＣｌＯ４
－）、四フッ化ホウ酸塩（ＢＦ

４
－）、Ｆ含有イミド塩（ＲＦ

２Ｎ－）等の無機もしくは有機アニオンである化合物が挙
げられる。Ｆ含有イミド塩（ＲＦ

２Ｎ－）のＲＦとしては、トリフルオロメタンスルホニ
ル基、ペンタフルオロエタンスルホニル基等のパーフルオロアルカンスルホニル基やフル
オロスルホニル基が挙げられる。Ｆ含有イミド塩としては、ビス（フルオロスルホニル）
イミド塩〔（ＦＳＯ２）２Ｎ－〕、ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド塩〔（
ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－〕、ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド塩〔（Ｃ２Ｆ

５ＳＯ２）２Ｎ－〕等のビススルホニルイミド塩が挙げられる。
　前記アクリロイル基含有の４級アンモニウム塩型イオン性化合物は、前記アクリル系ポ
リマー中に０．１～５．０重量％共重合されることが好ましい。
【００２８】
　帯電防止剤の具体例としては、特に限定されるものでないが、前記融点が３０～５０℃
であるイオン性化合物の具体例としては、１－オクチルピリジニウム　ドデシルベンゼン
スルホン酸塩、１－ドデシルピリジニウム　チオシアン酸塩、３－メチル－１－ドデシル
ピリジニウム　六フッ化リン酸塩、１－ドデシルピリジニウム　ドデシルベンゼンスルホ
ン酸塩、４－メチル－１－オクチルピリジニウム　六フッ化リン酸塩等が挙げられる。
　また、前記アクリロイル基含有の４級アンモニウム塩型イオン性化合物の具体例として
は、ジメチルアミノメチル（メタ）アクリレート　六フッ化リン酸メチル塩〔（ＣＨ３）

３Ｎ＋ＣＨ２ＯＣＯＣＱ＝ＣＨ２・ＰＦ６
－、ただし、Ｑ＝ＨまたはＣＨ３〕、ジメチル

アミノエチル（メタ）アクリレート　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドメチ
ル塩〔（ＣＨ３）３Ｎ＋（ＣＨ２）２ＯＣＯＣＱ＝ＣＨ２・（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、た
だし、Ｑ＝ＨまたはＣＨ３〕、ジメチルアミノメチル（メタ）アクリレート　ビス（フル
オロスルホニル）イミドメチル塩〔（ＣＨ３）３Ｎ＋ＣＨ２ＯＣＯＣＱ＝ＣＨ２・（ＦＳ
Ｏ２）２Ｎ－、ただし、Ｑ＝ＨまたはＣＨ３〕等が挙げられる。
【００２９】
　本発明の粘着剤組成物は、架橋遅延剤を含有してもよい。架橋遅延剤としては、アセト
酢酸メチル、アセト酢酸エチル、アセト酢酸オクチル、アセト酢酸オレイル、アセト酢酸
ラウリル、アセト酢酸ステアリル等のβ－ケトエステルや、アセチルアセトン、２，４－
ヘキサンジオン、ベンゾイルアセトン等のβ－ジケトンが挙げられる。これらはケトエノ
ール互変異性化合物であり、ポリイソシアネート化合物を架橋剤とする粘着剤組成物にお
いて、架橋剤の有するイソシアネート基をブロックすることにより、架橋剤の配合後にお
ける粘着剤組成物の過剰な粘度上昇やゲル化を抑制し、粘着剤組成物のポットライフを延
長することができる。
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　前記架橋遅延剤は、ケトエノール互変異性化合物であるのが好ましく、特にアセチルア
セトン、アセト酢酸エチルからなる化合物群の中から選択された、少なくとも一種以上で
あることが好ましい。
　前記架橋遅延剤は、添加する場合、前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、
１．０～５．０重量部含まれることが好ましい。
【００３０】
　本発明の粘着剤組成物は、架橋触媒を含有してもよい。架橋触媒は、ポリイソシアネー
ト化合物を架橋剤とする場合に、前記アクリル系ポリマーと架橋剤との反応（架橋反応）
に対して触媒として機能する物質であればよく、第三級アミン等のアミン系化合物、有機
錫化合物、有機鉛化合物、有機亜鉛化合物等の有機金属化合物等が挙げられる。
　第三級アミンとしては、トリアルキルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラアルキルジ
アミン、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノアルコール、トリエチレンジアミン、モルホリン誘導
体、ピペラジン誘導体等が挙げられる。
　有機錫化合物としては、ジアルキル錫オキシドや、ジアルキル錫の脂肪酸塩、第１錫の
脂肪酸塩等が挙げられる。
　前記架橋触媒は、有機錫化合物であるのが好ましく、特にジオクチル錫オキシド、ジオ
クチル錫ジラウレートからなる化合物群の中から選択された、少なくとも一種以上である
ことが好ましい。
　前記架橋触媒は、添加する場合、前記アクリル系ポリマーの１００重量部に対して、０
．０１～０．５重量部含まれることが好ましい。
【００３１】
　本発明の粘着剤組成物は、ポリエーテル変性シロキサン化合物を含有してもよい。ポリ
エーテル変性シロキサン化合物は、ポリエーテル基を有するシロキサン化合物であり、通
常のシロキサン単位〔－ＳｉＲ１

２－Ｏ－〕の他に、ポリエーテル基を有するシロキサン
単位〔－ＳｉＲ１（Ｒ２Ｏ（Ｒ３Ｏ）ｎＲ４）－Ｏ－〕を有する。ここで、Ｒ１は１種又
は２種以上のアルキル基又はアリール基、Ｒ２及びＲ３は１種又は２種以上のアルキレン
基、Ｒ４は１種又は２種以上のアルキル基やアシル基等（末端基）を示す。ポリエーテル
基としては、ポリオキシエチレン基〔（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｎ〕やポリオキシプロピレン基〔（
Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｎ〕等のポリオキシアルキレン基が挙げられる。
　前記ポリエーテル変性シロキサン化合物は、ＨＬＢ値が７～１２であるポリエーテル変
性シロキサン化合物であることが好ましい。また、添加する場合、前記アクリル系ポリマ
ーの１００重量部に対して、前記ポリエーテル変性シロキサン化合物が０．０１～０．５
重量部含まれることが好ましい。より好ましくは、０．１～０．５重量部である。
　ＨＬＢとは、例えばＪＩＳ　Ｋ３２１１（界面活性剤用語）等に規定する親水親油バラ
ンス（親水性親油性比）である。
　ポリエーテル変性シロキサン化合物は、例えば、水素化ケイ素基を有するポリオルガノ
シロキサン主鎖に対し、不飽和結合及びポリオキシアルキレン基を有する有機化合物をヒ
ドロシリル化反応によりグラフトさせることによって得ることができる。具体的には、ジ
メチルシロキサン・メチル（ポリオキシエチレン）シロキサン共重合体、ジメチルシロキ
サン・メチル（ポリオキシエチレン）シロキサン・メチル（ポリオキシプロピレン）シロ
キサン共重合体、ジメチルシロキサン・メチル（ポリオキシプロピレン）シロキサン重合
体等が挙げられる。
　前記ポリエーテル変性シロキサン化合物を粘着剤組成物に配合することにより、粘着剤
の粘着力及びリワーク性能を改善することができる。
【００３２】
　本発明の粘着剤組成物は、ポリエーテル化合物を含有してもよい。ポリエーテル化合物
としては、ポリアルキレンオキサイド基を有する化合物であり、ポリアルキレングリコー
ル等のポリエーテルポリオールやこれらの誘導体が挙げられる。ポリアルキレングリコー
ル及びポリアルキレンオキサイド基の有するアルキレン基としては、エチレン基、プロピ
レン基、ブチレン基などが挙げられるが、これらに限定されない。ポリアルキレングリコ
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ールが、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリブチレングリコール
等の２種以上のポリアルキレングリコールの共重合体であってもよい。ポリアルキレング
リコールの共重合体としては、ポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコール、ポ
リエチレングリコール－ポリブチレングリコール、ポリプロピレングリコール－ポリブチ
レングリコール、ポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコール－ポリブチレング
リコール等が挙げられ、該共重合体は、ブロック共重合体、ランダム共重合体であっても
よい。
　ポリアルキレングリコールの誘導体としては、ポリオキシアルキレンモノアルキルエー
テルやポリオキシアルキレンジアルキルエーテル等のポリオキシアルキレンアルキルエー
テル、ポリオキシアルキレンモノアルケニルエーテルやポリオキシアルキレンジアルケニ
ルエーテル等のポリオキシアルキレンアルケニルエーテル、ポリオキシアルキレンモノア
リールエーテルやポリオキシアルキレンジアリールエーテル等のポリオキシアルキレンア
リールエーテル、ポリオキシアルキレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシアルキレ
ングリコールモノ脂肪酸エステルやポリオキシアルキレングリコールジ脂肪酸エステル等
のポリオキシアルキレングリコール脂肪酸エステル、ポリオキシアルキレンソルビタン脂
肪酸エステル、ポリオキシアルキレンアルキルアミン、ポリオキシアルキレンジアミンな
どが挙げられる。
　ここで、ポリアルキレングリコール誘導体におけるアルキルエーテルとしては、メチル
エーテルやエチルエーテル等の低級アルキルエーテル、ラウリルエーテルやステアリルエ
ーテル等の高級アルキルエーテルが挙げられる。ポリアルキレングリコール誘導体におけ
るアルケニルエーテルとしては、ビニルエーテル、アリルエーテル、オレイルエーテル等
が挙げられる。また、ポリアルキレングリコール誘導体における脂肪酸エステルとしては
、酢酸エステルやステアリン酸エステル等の飽和脂肪酸エステル、（メタ）アクリル酸エ
ステルやオレイン酸エステル等の不飽和脂肪酸エステルが挙げられる。
　ポリエーテル化合物が、エチレンオキシド基を含有する化合物であることが好ましく、
ポリエチレンオキシド基を含有する化合物であることが好ましい。
【００３３】
　ポリエーテル化合物が、重合性官能基を有する場合、（メタ）アクリル系ポリマーと共
重合させることもできる。重合性官能基としては、（メタ）アクリル基、ビニル基、アリ
ル基などのビニル性官能基が好ましい。重合性官能基を有するポリエーテル化合物として
は、ポリアルキレングリコールモノ（メタ）アクリル酸エステル、ポリアルキレングリコ
ールジ（メタ）アクリル酸エステル、アルコキシポリアルキレングリコール（メタ）アク
リル酸エステル、ポリアルキレングリコールモノアリルエーテル、ポリアルキレングリコ
ールジアリルエーテル、アルコキシポリアルキレングリコールアリルエーテル、ポリアル
キレングリコールモノビニルエーテル、ポリアルキレングリコールジビニルエーテル、ア
ルコキシポリアルキレングリコールビニルエーテル等が挙げられる。
【００３４】
　さらに、その他成分として、アルキレンオキサイドを含有する共重合可能な（メタ）ア
クリルモノマー、（メタ）アクリルアミドモノマー、ジアルキル置換アクリルアミドモノ
マー、界面活性剤、硬化促進剤、可塑剤、充填剤、硬化遅延剤、加工助剤、老化防止剤、
酸化防止剤などの公知の添加剤を適宜に配合することが出来る。これらは、単独でもしく
は２種以上併せて用いられる。
【００３５】
　本発明の粘着剤組成物に用いられる主剤のアクリル系ポリマーは、炭素数が４～１０の
アルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートと、ヒドロキシル基含有の共重合性モ
ノマーとを共重合させることで合成することができる。アクリル系ポリマーの重合方法は
特に限定されるものではなく、溶液重合、乳化重合等、適宜の重合方法が使用可能である
。
　アクリル系ポリマーには、ポリアルキレングリコールモノ（メタ）アクリル酸エステル
モノマー、水酸基を含有しない窒素含有ビニルモノマー、アルコキシ基含有アルキル（メ
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タ）アクリレートモノマー、アクリロイル基含有の４級アンモニウム塩型イオン性化合物
等の他のモノマーを共重合させてもよい。また、アクリル系ポリマーは、酸性の共重合性
モノマー、例えば、カルボキシル基含有の共重合性モノマーを含まなくてもよい。
　本発明の粘着剤組成物は、上記のアクリル系ポリマーに、架橋剤、帯電防止剤、さらに
適宜任意の添加剤を配合することで調製することができる。
【００３６】
　前記粘着剤組成物を架橋させてなる粘着剤層の、低速度領域の剥離速度０．３ｍ／ｍｉ
ｎでの粘着力が０．０５～０．１Ｎ／２５ｍｍであり、高速度領域の剥離速度３０ｍ／ｍ
ｉｎでの粘着力が１．０Ｎ／２５ｍｍ以下であることが好ましい。これにより、粘着力が
剥離速度によっても変化が少ない性能が得られ、高速度での剥離によっても、速やかに剥
離することが可能になる。また、貼り直しのため、一旦、表面保護フィルムを剥がすとき
にも、過大な力を必要とせず、被着体から剥がし易い。
【００３７】
　前記粘着剤組成物を架橋させてなる粘着剤層の、表面抵抗率が５．０×１０＋１１Ω／
□以下であり、剥離帯電圧が±０～０．５ｋＶであることが好ましい。なお、本発明にお
いて、「±０～０．５ｋＶ」とは、０～－０．５ｋＶ及び０～＋０．５ｋＶ、すなわち、
－０．５～＋０．５ｋＶを意味する。表面抵抗率が大きいと剥離時に帯電で発生した静電
気を逃がす性能に劣るため、表面抵抗率を十分に小さくすることにより、粘着剤層を被着
体が剥がす時に発生する静電気に伴って生じる剥離帯電圧が低減され、被着体の電気制御
回路等に影響することを抑制することができる。
【００３８】
　本発明の粘着剤組成物を架橋してなる粘着剤層（架橋後の粘着剤）のゲル分率は、９５
～１００％であることが好ましい。このようにゲル分率が高いことにより、低速度領域の
剥離速度において、粘着力が過大にならず、アクリル系ポリマーからの未重合モノマーあ
るいはオリゴマーの溶出が低減して、リワーク性や高温・高湿度における耐久性が改善さ
れ、被着体の汚染を抑制することができる。
【００３９】
　本発明の粘着フィルムは、本発明の粘着剤組成物を架橋してなる粘着剤層を、樹脂フィ
ルムの片面または両面に形成してなる。また、本発明の表面保護フィルムは、本発明の粘
着剤組成物を架橋してなる粘着剤層を、樹脂フィルムの片面に形成してなる表面保護フィ
ルムである。本発明の粘着剤組成物は、上記アクリル系ポリマーの各成分がバランスよく
配合されているため、優れた帯電防止性能を備え、低速度領域、及び高速度領域の剥離速
度において、粘着力のバランスが優れ、さらに、耐久性能、及びリワーク性能（粘着剤層
を介して表面保護フィルムの上をボールペンでなぞった後に被着体に汚染移行の無いこと
）にも優れたものとなる。このため、偏光板の表面保護フィルムの用途として好適に使用
することができる。
【００４０】
　粘着剤層の基材フィルムや、粘着面を保護する剥離フィルム（セパレーター）としては
、ポリエステルフィルムなどの樹脂フィルム等を用いることができる。
　基材フィルムには、樹脂フィルムの粘着剤層が形成された側とは反対面に、シリコーン
系、フッ素系の離型剤やコート剤、シリカ微粒子等による防汚処理、帯電防止剤の塗布や
練り込み等による帯電防止処理を施すことができる。
　剥離フィルムには、粘着剤層の粘着面と合わされる側の面に、シリコーン系、フッ素系
の離型剤などにより離型処理が施される。
【実施例】
【００４１】
　以下、実施例をもって本発明を具体的に説明する。
【００４２】
＜アクリル系ポリマーの製造＞
［実施例１］
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　撹拌機、温度計、還流冷却器及び窒素導入管を備えた反応装置に、窒素ガスを導入して
、反応装置内の空気を窒素ガスで置換した。その後、反応装置に２－エチルヘキシルアク
リレート９５重量部、８－ヒドロキシオクチルアクリレート５重量部とともに溶剤（酢酸
エチル）を６０重量部加えた。その後、重合開始剤としてアゾビスイソブチロニトリル０
．１重量部を２時間かけて滴下させ、６５℃で６時間反応させ、重量平均分子量５０万の
、実施例１に用いるアクリル系ポリマー溶液１を得た。
［実施例２～６及び比較例１～３］
　単量体の組成を各々、表１の（Ａ）～（Ｂ）の記載のようにする以外は、上記の実施例
１に用いるアクリル系ポリマー１と同様にして、実施例２～６及び比較例１～３に用いる
アクリル系ポリマー溶液を得た。
　なお、表１，２において（Ａ）は、主成分のアルキル（メタ）アクリレートであり、（
Ｂ）は、ヒドロキシル基含有の共重合性モノマーである。
【００４３】
＜粘着剤組成物及び表面保護フィルムの製造＞
［実施例１］
　上記のとおり製造した実施例１のアクリル系ポリマー１に対して、１－オクチルピリジ
ニウム　ドデシルベンゼンスルホン酸塩１．５重量部を加え撹拌したのち、コロネートＨ
Ｘ（ヘキサメチレンジイソシアネート化合物のイソシアヌレート体）１．５重量部を加え
て撹拌混合して実施例１の粘着剤組成物を得た。この粘着剤組成物をシリコーン樹脂コー
トされたポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムからなる剥離フィルムの上に塗
布後、９０℃で乾燥することによって溶剤を除去し、粘着剤層の厚さが２５μｍである粘
着シートを得た。
　その後、一方の面に帯電防止及び防汚処理されたポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ
）フィルムの帯電防止及び防汚処理された面とは反対の面に粘着シートを転写させ、「帯
電防止及び防汚処理されたＰＥＴフィルム／粘着剤層／剥離フィルム（シリコーン樹脂コ
ートされたＰＥＴフィルム）」の積層構成を有する実施例１の表面保護フィルムを得た。
［実施例２～６及び比較例１～３］
　添加剤の組成を各々、表１の（Ｃ）～（Ｄ）の記載のようにする以外は、上記の実施例
１の表面保護フィルムと同様にして、実施例２～６及び比較例１～３の表面保護フィルム
を得た。
　なお、表１，２において、（Ｃ）は、架橋剤であり、（Ｄ）は、帯電防止剤である。
【００４４】
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【表１】

【００４５】
　表１は、いずれも（Ａ）～（Ｂ）群の合計を１００重量部として求めた重量部の数値を
括弧で囲んで示す。また、表１に用いた各成分の略記号の化合物名を、表２に示す。なお
、コロネート（登録商標）ＨＸ、同ＨＬ及び同Ｌは日本ポリウレタン工業株式会社の商品
名であり、タケネート（登録商標）Ｄ－１４０Ｎ、Ｄ－１２７Ｎ、Ｄ－１１０Ｎは三井化
学株式会社の商品名である。
【００４６】
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【表２】

【００４７】
＜試験方法及び評価＞
　実施例１～６及び比較例１～３における表面保護フィルムを２３℃、５０％ＲＨの雰囲
気下で７日間エージングした後、剥離フィルム（シリコーン樹脂コートされたＰＥＴフィ
ルム）を剥がして、粘着剤層を表出させたものを、表面抵抗率の測定試料とした。
　さらに、この粘着剤層を表出させた表面保護フィルムを、粘着剤層を介して液晶セルに
貼られた偏光板の表面に貼り合わせ、１日放置した後、５０℃、５気圧、２０分間オート
クレーブ処理し、室温でさらに１２時間放置したものを、粘着力、剥離帯電圧、リワーク
性、及び耐久性の測定試料とした。
【００４８】
＜粘着力＞
　上記で得られた測定試料（２５ｍｍ幅の表面保護フィルムを偏光板の表面に貼り合わせ
たもの）を１８０°方向に引張試験機を用いて低速度領域の剥離速度（０．３ｍ／ｍｉｎ
）及び高速度領域の剥離速度（３０ｍ／ｍｉｎ）において剥がして測定した剥離強度を粘
着力とした。
【００４９】
＜表面抵抗率＞
　エージングした後、偏光板に貼り合わせる前に、剥離フィルム（シリコーン樹脂コート
されたＰＥＴフィルム）を剥がして粘着剤層を表出し、抵抗率計ハイレスタＵＰ－ＨＴ４
５０（三菱化学アナリテック製）を用いて粘着剤層の表面抵抗率を測定した。
【００５０】
＜剥離帯電圧＞
　上記で得られた測定試料を３０ｍ／ｍｉｎの引張速度で１８０°剥離した際に偏光板が
帯電して発生する電圧（帯電圧）を高精度静電気センサＳＫ－０３５、ＳＫ－２００（株
式会社キーエンス製）を用いて測定し、測定値の最大値を剥離帯電圧とした。
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【００５１】
＜リワーク性＞
　上記で得られた測定試料の表面保護フィルムの上をボールペンで（荷重５００ｇ、３往
復）なぞった後、偏光板から表面保護フィルムを剥離して偏光板の表面を観察し、偏光板
に汚染移行の無いことを確認した。評価目標基準は、偏光板に汚染移行の無い場合を「○
」、ボールペンでなぞった軌跡に沿って少なくとも一部に汚染移行が確認された場合を「
△」、ボールペンでなぞった軌跡に沿って汚染移行が確認され、粘着剤表面からも粘着剤
の離脱が確認された場合を「×」と評価した。
【００５２】
＜耐久性＞
　上記で得られた測定試料を６０℃、９０％ＲＨの雰囲気下に２５０時間放置後、室温に
取り出し、さらに１２時間放置した後、粘着力を測定して初期の粘着力と比較して明らか
な増加が無いことを確認した。評価目標基準は、試験後の粘着力が初期粘着力の１．５倍
以下である場合を「○」、１．５倍を超えた場合を「×」と評価した。
【００５３】
　表３に、評価結果を示す。なお、表面抵抗率は、「ｍ×１０＋ｎ」を「ｍＥ＋ｎ」とす
る方式（ただし、ｍは任意の実数値、ｎは正の整数）により表記した。
【００５４】
【表３】

【００５５】
　実施例１～６の表面保護フィルムは、低速度領域の剥離速度０．３ｍ／ｍｉｎでの粘着
力が０．０５～０．１Ｎ／２５ｍｍであり、高速度領域の剥離速度３０ｍ／ｍｉｎでの粘
着力が１．０Ｎ／２５ｍｍ以下であり、表面抵抗率が５．０×１０＋１１Ω／□以下であ
り、剥離帯電圧が±０～０．５ｋＶであり、粘着剤層を介して表面保護フィルムの上をボ
ールペンでなぞった後に被着体に汚染移行の無く、６０℃、９０％ＲＨの雰囲気下に２５
０時間放置したときの耐久性にも優れていた。
　すなわち、（１）低速度領域、及び高速度領域の剥離速度において、粘着力のバランス
を取ること、（２）糊残りの発生を防止すること、（３）優れた帯電防止性能を有するこ
と、及び（４）リワーク性能を有することの全ての要求性能を、同時に満たしている。
【００５６】
　比較例１の表面保護フィルムは、主成分のアルキル（メタ）アクリレートが過少、ヒド
ロキシル基含有の共重合性モノマーが過多であるためか、低速度領域の剥離速度０．３ｍ
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／ｍｉｎでの粘着力が小さく、表面抵抗率と剥離帯電圧が高く、耐久性が劣っていた。
　比較例２の表面保護フィルムは、主成分のアルキル（メタ）アクリレートが過少、ヒド
ロキシル基含有の共重合性モノマーが過多であり、帯電防止剤を含まないためか、低速度
領域の剥離速度０．３ｍ／ｍｉｎでの粘着力が小さく、表面抵抗率と剥離帯電圧が高く、
耐久性が劣っていた。
　比較例３の表面保護フィルムは、架橋剤、及び帯電防止剤を含まないためか、低速度領
域の剥離速度０．３ｍ／ｍｉｎでの粘着力と高速度領域の剥離速度３０ｍ／ｍｉｎでの粘
着力が大き過ぎ、表面抵抗率と剥離帯電圧が高く、リワーク性及び耐久性が劣っていた。
　このように、比較例１～３の表面保護フィルムでは、（１）低速度領域、及び高速度領
域の剥離速度において、粘着力のバランスを取ること、（２）糊残りの発生を防止するこ
と、（３）優れた帯電防止性能を有すること、及び（４）リワーク性能を有することの全
ての要求性能を、同時に満たすことができなかった。
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